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福祉意識の構造

一福祉意識類型とその規定要因の分析ー

稲月 正

I.はじめに

(1）問題の所在

(2）本稿の位置

(3）使用データと分析方法

2.福祉意識の構造

(1）福祉意識軸の抽出

(2）福祉意識軸に対する個人属性の規定力

(3）福祉意識軸と個人属性との規定関係

(4）福祉意識の類型とその規定要因

3.おわりに

(1）知見のまとめ

(2）ボランティア社会への展望

，.はじめに

(1) 問題の所在

福祉国家はさまざまな矛盾をかかえつつも，急速な人口高齢化をはじめとす

る福祉ニードの増加に対応せねばならない。このような背景のもと，社会保障

支出の抑制を主眼としながら，同時に新しい福祉理念の影響をも受けつつ近年

の社会保障の改革はなされてきたI)。普遍主義とノーマライゼィションを理念

とし，地域住民のボランティア活動に代表される互助と行政による公助とのバ

ランスのとれた展開に基礎をおく地域福祉の提唱もその具体的なあらわれであ
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ろう。

しかしながら地域福祉の核として住民のボランティア活動への参加が期待さ

れ，またその集積としてのボランテイア社会が「望ましい」価値として構想さ

れつつも，それはいまだ広範な広がりをしめしているとは言いがたい。したがっ

て，現在の福祉研究の究極的課題の 1つは「人々はいかにしてボランティア活

動に参加するのか」といった行為のメカニズムの分析にあるといえよう。

そのような行為のメカニズムを考える場合，人々の意識構造の分析は欠かす

ことのできない重要なものである。なぜなら行為は，「現在一過去一未来」そ

れぞれの状況に対する意識（認識・関心・意志）の「つよさ」や「方向性」に

大きく左右されるからである九したがって，人々の行為をボランティア社会

の構築へと動員する制度を構想する際には，福祉やボランティア活動について

人々が持つ意識の実態を把握する必要があろう。（福祉に限らず，意識の実態

の把握は，その対象が個人であれ集団であれ，いっさいの社会的技術の基礎で

ある。）それを欠いた「ほんとうの」福祉論や「展望」はきわめて形式的で内

容空疎なものとなる可能性が強いと思われる。

(2）本稿の位置

本稿は福祉意識の構造を把握することを目的としているが，その前に，本稿

のような福祉意識研究が福祉研究全体の中で占める位置を明確にしておこう。

社会科学一般においては位置の確定の基準となるべきいくつかの次元が存在す

る。なかでも「社会（macro）一個人（micro）」といった「対象の水準」の次

元や，「客観的形象一主観的形象」といった「存在の水準」の次元，さらには「現

4犬一理想」といった「原問題の系列」の次元3）は， 3つの主要な軸をなすと思

われる。したがってさまざまな福祉研究も この 3つの次元を交差させてでき

た8つの領域に位置づけることができるし，またこれら各領域を相互に関連づ

けつつ進めてゆく必要があろう。

それに照らして考えるならば，本稿は福祉に関する「個人」レベルでの「主

観的形象（意識）」の「現状」分析として位置づけられる九ただしその際，
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ある特定の福祉に関する意識のみについて考察を加えるのではなく，全体とし

ての福祉意識の類型といったものを扱うことにする。より詳しく言うならば，

まず，個々バラバラに見える人々の意識の背後に存在する傾向性の軸を，福祉

に関する質問項目全体の回答のパタンから明らかにしてゆき，次いで抽出され

た意識の軸をそれぞれ規定する要因をさぐってゆくのである。さらに，得られ

た知見を踏まえたうえで「社会」の「客観的形象」（具体的には制度）の「理

想（あるべき姿）」についても若干の展望をおこないたい。

(3）使用データと分析方法

きて，上記のような問題意識のもと，分析に使用されたデータは，福岡県地

域福祉振興基金が1989年に実施した「助けあいの『地域づくり』アンケート」

（研究代表：鈴木贋九州大学教授）である。調査対象者は，福岡県内に居住す

る20歳以上の男女（1500名）で，市区町村所管の「選挙人名簿」から二段無作

為抽出法によって選ばれた。調査票は「福祉意識」を主題として綿密に設計さ

れ，回収率は85.6%であった5）。

分析に使用した変数については表1に示している。変数の選択にあたっては，

(1）回答数の分布があまり偏っていないこと，（2）特定の意識項目に偏らないこと

が考慮された。なお，これら13変数の中には，ボランティア活動への「参加」

といった，「意識」項目外の質問も含まれているが，これは「参加」に結びつ

いたかたちでの人々の「意識」類型に注目したいからである。また，分析の都

合上，これら各変数のカテゴリーは適宜合併されている。合併後のカテゴリー

とその選択度数は，表1に示した通りである。

「福祉意識の構造をなす軸を抽出し福祉意識の類型化を行う」という本稿の

位置づけから考えて，最も適切な分析手法は林の数量化E類であろう。これは，

「カテゴリカル・データを使用する場合の分類」を目的とした多変量解析法で

あり，各質問への回答パタンが似ているものほど接近するようにカテゴリーと

サンプル双方を並べ変えることによって，質問各カテゴリーの分類と回答者の

分類を行う手法である6）。並べ変えの結果は，カテゴリー・スコアとサンプル・
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表ー1 使用した変数と回答者度数

変数 ｜ カテゴリー 度数

福祉の充実と税負担に閑す 11.税金が地えても福祉の充実を望む＋税金負担はやむ得ぬ 448 

る意見（問 8)

福祉への関心（問14)

福祉ボランティア活動への

参加I（問18[ l ) [ 2)) 

編祉ボランティア活動への

意欲（問18[ 3)) 

福祉の専門性に関する意見

（問5エ）

（問5エ）

在宅志向か施設志向か

（問10)

福祉活動のための有給休暇

に関する意見（問21)

2.税金はそのままで，財政をやりくりして福祉を充実させる I 736 

3.税金が増えるなら福祉充実は望まない＋税の軽減を議む I 87 

1. （福祉の現状や将来について）とても関心がある I 322 

2.少しは関心がある I 677 

3.あまり関心がない＋全然関心がない＋わからない ｜ お2

1. ( 8つの福祉活動のうち） Iつでも活動経験がある（現在・過去） I 219 
2. どれもしたことはない

1. ( 8つの福祉活動のうち） 1つでもしたいものがある・続けたい

2. どれもしたいと号、わない

1. （「福祉は専門家が行うものだ」という意見について）

1005 

305 

979 

会くそう思う＋まあそうだと思う I 391 

2.あまりそうは恩わない＋全くそうは恩わない I 828 

1. （「在宅福祉サーピスの充実」という意見に）近い＋やや近い｜ 525 
ー一一一一一

2. （「各種福祉施設の整備」に）近い＋やや近い＋わからない I 650 

1. （「福祉活動のための有給休暇を認めれば，そういう活動に従’

事する人が増えるJ という意見について）

その通りだと思う＋まあそうだと思う 506 

2. どちらかといえばそうは恩わない＋そうは思わない I 481 
福祉活動に対する労働組合｜ 1. （「労働組合は労働条件の改善だけでなく，社会福祉の分野に

の立場に関する意見（問22) I も積極的に参加すべきだ」という意見について）

その通りだと思う＋まあそうだと思う I 590 
ー一一一一一

2. どちらかといえばそうは思わない＋そうは思わない I 300 

地域同一化感情（問 1オ） I i. （地域をほめられたら，自分がほめられたように感じる）

自治会・町内会への参加

（問1キ）

地域・一般ボランティアへ

の参加I（問20)

利己主義か共同主義か

（問34)

私志向地、社会志向か

（問31-1)

かなりそう感じる＋まあそう感じる I 695 

2.あまりそう感じない＋ほとんどそう感じない＋わからない

1.非常によくしている＋まあしているほうだ

584 

638 

2.あまりしていないほうだ＋まったくしていない＋わからない 1637 

1. (11の活動のうち） 1つでも活動経験がある（現在・過去） I 934 
2.どれもしたことはない 1 3so 

1. （共同主義的意見に）近い＋どちらかといえば近い I 664 
ー一一ー一一．

2. （利己主義的意見に）近い＋どちらかといえば近い＋わからない I 612 

1. （社会志向的意見に）近い＋どちらかといえば近い I 451 

2. （私志向的意見に）近い＋どちらかといえば近い＋わからない I 823 
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スコアでそれぞれ示される。次節で行われる分析において，（1）回答パタンの類

似性によって人々の福祉意識の背後にある基準（福祉意識軸）をさぐる際には

カテゴリー・スコアが用いられ，（2）各意識軸を組み合わせて構成された福祉意

識類型と個人の属性等との関係（規定要因）を把握する際にはサンプル・スコ

アが用いられる。

2.福祉意謡の構造

(1）福祉意識軸の抽出

まず福祉に対するさまざまな質問への回答パタンから，人々の福祉意識の背

後にある軸を抽出してゆこう。前節で述べた13変数について林の数量化皿類を

適用した結果を表2に示す。カテゴリー・スコアは第4固有値軸まで示した。

表－ 2 数量化目類の結果

変 数
カテゴリー・スコア

第 If,司有償 第21司有償 第 3t,吋有償 第4附布怖

悩祉の充実と税負担に関する意見 I 0.95 -0.47 -0.44 -1.19 

（問 8) 2 -0.48 0.42 0.20 0.06 

3 -1.19 1.47 0.90 6.10 

福祉への関心（問14) I 1.49 0.10 -1.80 -0.13 

2 0.15 0.29 1.20 -0.80 

3 -2.24 -0.95 -0.69 2.19 

福祉ボランティア柄卸Jへの参加 I -0.63 -0.64 -0目24 0.07 

（間18(I] [2]) 2 2.04 2.16 0.96 -0.14 

福祉ボランティア活動への意欲 I -0.58 -0.56 -0.03 0.34 

（問い18(3 ]) 2 1.66 1.66 0.21 -0.99 

福祉の専門性に附する意見（附 5エ） I 0.05 -2.16 -0.06 I. 78 

2 -0.05 1.0干 0.02 -0.85 

在宅志向か施設志向か（問10) I 0.58 -0 98 1.15 -0.27 

2 -0.30 0.81 0.92 0.12 

福祉活動のためのイf給休暇に関する官、 I 1.31 -I 38 1.49 -0 49 

見（問21) 2 -0.96 1.89 1.89 0.22 

福祉活動に対する労働組合のーす場に関 I 1.23 -I.IO 0.99 -0 75 

する意見（問22) 2 -I.IO 2.69 -2.43 1.03 

地域fuJー化感情（問 1オ） I 0.79 -0.28 -0 06 0.97 

2 -1.03 0.28 0.12 -1.09 

自治会・町内会への参加（閑 1キ） I 0.82 0.59 0.88 1.83 

2 -0.92 -0.67 0.86 -o 79 
地域・一般ボランティアへの参加 I -1.90 -1.97 0.61 -1.45 

（問20) 2 0.65 0.69 0.26 0.58 

利己主義か共同主義か（問34) I 1.11 -0.56 -1.29 0.31 

2 -1.29 0.56 1.46 -0.28 

私志向か社会志向か（問34 I) I 1.52 0.51 2.10 -0.07 

2 -0.89 0.23 1.20 0.08 

l詞布侠 0.20 0.12 0.10 0.09 

累積寄与部｛%｝ 15.3 24.5 32.7 39.9 
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なお，この4軸での説明力は，約40%である。

カテゴリー・スコアの近似性はカテゴリー聞の距離の近さを示している。た

とえば，第1固有値軸について見れば，「福祉関心：無」「一般・地域ボランテイ

ァ：不参加」などのカテゴリー群と「福祉ボランティァ：参加」「福祉ボランテイ

ア意欲：有」などのカテゴリ一群との距離が最も大きいことがわかる。このこ

とを利用すれば，各固有値軸の意味，すなわち福祉意識13項目の背後にある基

準（意識執）を解釈することができる。また，こうして解釈された基準（意識

軸）を組み合わせることによって，福祉意識をいくつかのパタンに類型化する

ことができるのである7）。表2に示したカテゴリー・スコアを順に並べかえた

図1-4を利用して各意識軸の意味を解釈してみよう。

まず第1軸である。図 1からわかるように，「福祉関心：無」「一般・地域ボ

ランティァ：不参加」「利己主義」「福祉重視より税金軽減」「労組の福祉活動

：否定」「地域同一化感情：低」「福祉有給休暇：否定」といったカテゴリーは

マイナスのスコアを示し，「福祉ボランティア：参加」「福祉ボランティア意欲

1軸

一3 -2 -1 0 1 

稲?it関心：無

地域ボ：不参

刊己主義

税金将減

労組編Bl：：否
f血縁同一：否

福祉有給：否

共同主義

労組福祉：肯

福祉有給：肯

福祉関心：有

社会志向

福ポ意欲：有

福祉ボ：参加

2 3 4 5 6 

図ー 1 カテゴリー・スコア（ 1軸）［＋，一上位7つを抜粋］

7 
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：有」「社会志向」「福祉関心：有」「福祉有給休暇：肯定」「労組の福祉活動：

肯定J「共同主義」などのカテゴリーはプラスのスコアを示している。したがっ

て，この軸は「福祉・地域活動への積極的参加と意欲・意識の開放性の程度」

を示すものと解釈できる。つまり，「福祉活動・地域活動への参加・関心・意

欲が低く，利己的・私志向的で福祉制度に対しでも消極的な人（一）」と「福

祉活動・地域活動への参加・関心・意欲が高く，共同的・社会志向的で，福祉

制度に対しでも積極的な人（＋）」とを分ける軸である。

図2は，第二固有値軸についてのカテゴリー・スコアを並べかえたものであ

る。この軸では「専門性：肯定」「一般・地域ボランティア：不参加」「福祉重

視より税金軽減」「福祉有給休暇：肯定」「労組の福祉活動：肯定」「在宅福祉サー

ピスの充実」「福祉関心：無」のカテゴリー・スコアは高いマイナスを示し，

逆に「労組の福祉活動：否定」「福祉ボランティア：参加」「有給休暇：否定」

「福祉ボランティア意欲：有」「専門性：否定」のカテゴリー・スコアはプラ

スの値を示す。このように，第2軸は福祉の制度をめぐる意識のちがいをあら

-3 -2 -1 0 I 2 3 4 

専門志向

地域ボ：不参

税金軽蹟

福祉有給：肯

労組福祉：肯

在宅福祉志向

福祉関心：無

地域ポ：参加

施設福祉志向

専門性否定

福ポ意欲：有

福祉有給：否

福祉ポ：参加

労組福祉：否 2.6 9 

5 6 

図－ 2 カテゴリー・スコア（ 2紬）［＋，ー上位7つを抜粋］

7 
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わしていることがわかる。つまり，前者は，福祉を看護婦やケースワーカーな

どの「専門家」が中心となって行う活動としてとらえており，企業・労組や行

政の行う福祉施策・サービスに志向（依存）したカテゴリ一群である。また，

そういった志向は，当然のことながら主体的な地域・福祉活動には結びついて

いない。いわば，他人まかせ・客体（制度）志向とでもいうべきものである。

これに対し，後者は，福祉ボランティア活動や町内会などの地域活動に自ら参

加し，福祉ボランティア活動にも意欲的なカテゴリ｝群である。また，制度的

な福祉サービスに依存することについては否定的な意見を示し，福祉を専門家

のすることだとも考えていない。これは，主体志向ととらえることもできょう。

これらのことから，この軸は「行政・専門志向（依存）か地域・福祉活動参加

志向か」をわける軸であると解釈できる。

図3において，カテゴリー・スコア（第三固有値軸）がマイナスを示すのは

「労組の福祉活動：否定」「社会志向」「福祉有給休暇：否定」「福祉関心：有」

「共同主義」「在宅福祉志向」「町内会：不参加」などである。これらは，いわ

労組福祉：否

社会志向

-3 -2 -1 0 1 

福ねt有給：否

福組関心：有

共同主義

花宅福祉志向

町内会：不参

施設福祉志向

福紙ポ：1参加

労組福祉：肯

融関心：やや

私志向

利己主義

福祉有給：肯

2 3 4 5 6 7 

図－ 3 カテゴリー・スコア（3軸）［＋，ー上位7つを抜粋］
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ば福祉制度の否定と意識の共同主義・社会志向性（開放性）を示すカテゴリー

群である。それに対してスコアがプラスを示すのは「福祉有給休暇：肯定」「利

己主義」「私志向」「福祉関心：やや有」「労組の福祉活動：肯定」など，福祉

制度肯定（依存）と利己主義・私志向性を示すカテゴリー群である。また，両

カテゴリ一群には，「福祉活動への参加」という「行動」次元のカテゴリーは

ほとんど含まれておらず，いずれも観念レベルでの志向（ノルム）をあらわす

カテゴリー群である点が1' 2軸とは異なっている。これを考えあわせるなら

ば，この軸は「制度的福祉に依存しない共同的・開放的意識（一）と制度志向

（依存）的で利己的・閉鎖的な意識（＋）とをわける軸」，いわば地域福祉の「ノ

ルム」を示す軸と解釈できるであろう。

第四固有値軸のカテゴリースコアを示した図4においては，「町内会：不参

加」「一般・地域ボランテイア：不参加」「税負担が増えても，福祉を充実」「福

祉ボランティア意欲：有」「専門性：否定」「労組の福祉活動：肯定」「福祉有

給休暇：肯定」等，福祉活動全般への意欲・関心を示すカテゴリー群のス

-3 -2 -1 
－ト一一ーァー-.J」

町内会：不参

地域ボ：不参

福祉充実＞税

地減同一：無

編ボ意欲：有

専門性：否定

福祉関，以やや

地域ボ：参加

地主義同一：有

労組福祉：否

専門性志向

町内会：参加

福祉関心：無

税金軽減＞福

2 3 4 

6.10 

図－ 4 カテゴリー・スコア（ 4軸）［＋，一上位7つを抜粋］

7 
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コアが，強いマイナスの値を示す。ただし，「福祉ボランテイア活動」への参

加のカテゴリーの値は大きくない。それに対して，プラスの値を示すのは「福

祉重視より税金軽減」「福祉関心：無」「町内会：参加」「専門性：肯定」「労組

の福祉活動：否定」「地域同一化感情：高」などである。つまり前者のカテゴリー

群は福祉への関心・意欲を示しており，後者のカテゴリー群は地域への参加・

関心・意欲を示している。したがって，この軸は「福祉志向性と地域志向性と

をわける軸」と解釈できょう。

なお，福祉意識を構成する上記4つの意識軸をまとめたのが表3である。こ

れら 4つの軸が人々の福祉意識の基本的な「骨組み（構造）」をなしていると

考えられ，それを組み合わせることによって，福祉意識類型を構成することが

できる。

表－ 3 福祉意識を構成する意識軸

軸の解釈 符号の意味

＋ 福祉・地域活動への参加・関心・怠欲は高く，

1 術祉・地域活動への参加・関心・意欲・開放性 :M•I主義的で社会志向性（開放性）も強い

軸 （地域福祉モラールと地減福祉ノルム） ー 福祉・地域活動への参加・関心・意欲は低く，

利己主義的で私志向性（閉鎖性）も強い

＋ 福祉の専門性や福祉制度依存性は低く，福祉・

2 福祉・地域活動志向一福祉制度宵定・専門志向 地域活動への参加・意欲は強い（主体件）

軸 （福祉の制度に対する志向：主体と客体） ・ーー 司司ー・ーー．．．”’”・ーー・－－－ーーーーーーーー－－－－－－－－－－－－－－－ーー・ーー・ー・・・・・ーーーーー・幽・・ーーー・・
一 福祉の専門性や福祉制度依存牲が高〈，福祉・

地域活動への参加は尉い（容体件）

十 福祉制度依存的で.'.IJ：識も利己的・閉鎖的であ

3 福祉制度肯定・閉鎖性ー福祉制度否定・開放性 る

軸 （地械街祉ノルム：客体・閉鎖と主体・開放） ・ーー ・ー・・－－・・・・・・’”ーー，司骨－－－－－－－－・－－－－－－・－－－・ーーーーーー．．．，『甲司申・，ーーーーーーーーー．，．
一 福祉制度依存的ではなく，意識も共l•I的，開放

的である（ただし，偏祉・地域活動には不参加）

十 地域活動への参加・関心・意欲

4 福祉志向性一地域志向性

軸 ー 福祉部・動や制度への関心・意欲（キ参加J)

※ 3紬では，意識の r閉鎖件」に「＋J，「開放性」に「ーJの符サがついていることに注意
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(2）福祉意識軸に対する個人属性の規定力

では，このように明らかになった各福祉意識軸に対して，①属性変数の規定

力（各意識軸に強い影響を及ぽすものは何か），②属性変数ごとの意識の傾向

性（どのような人がどのような意識傾向をもつのか）を順に見てゆくことにし

よう8）。

まず，属性変数の規定力を調べるために，各意識軸ごとのサンプル・スコア

と属性変数とを用いた分散分析（一次元配置）を行った。カテゴリーごとの意

識差の大きさを表す相関比とその有意性の検定（F検定）結果を表4に示して

いる。属性や環境が意識を規定するという因果関係を想定すれば，相関比（の

二乗値）は福祉意識に対する相対的な規定力の強さを表すと考えられる9）。な

お，属性変数としては「性別」「年齢」「学歴」「来住歴」「職業」「収入」「住居

形態」「要介護者・福祉関係者の存在」「団体参加」を取り上げた。

表－4 サンプル・スコアと属性との関係（分散分析）

胤性・環境
l軸 2軸 3紬 4軸

相関比 検定 相関比 検定 相関比 検定 相関比 検定

件a !JU 0.02 0.04 0.00 0.04 

年 齢 0.28 ＊＊ 0.15 ＊＊ 0.13 ＊＊ 0.16 ＊＊ 

ザ： 歴 0.08 ＊ 0.16 ＊＊ 0.10 ＊＊ 0.15 ＊本

来 住 歴 0.16 ＊＊ 0.11 ＊ 0.07 0.10 

家 族 構 I晶 0.18 ＊＊ 0.15 ＊＊ 0.10 0.15 ＊＊ 

職 君主 0.17 ＊＊ 0.14 ＊＊ 0.14 ＊＊ 0.23 ＊＊ 

収 入 0.14 ＊＊ 0.13 ＊＊ 0.08 0.06 

家 官十 の 状 態 0.10 ＊＊ 0.05 0.10 ＊＊ 0.01 

住 府 育長 態 0.18 ＊＊ 0.09 ＊ 0.07 0.13 ＊＊ 

要介護者・福祉関係者の存在様 0.23 ホ＊ 0.16 ＊＊ 0.05 0.04 

団 体 参 Im 0.36 割前 ＊ 0.21 ＊＊ 0.12 ＊＊ 0.21 ＊＊ 

＊＊は危険率 1%以下で有意，＊は危険率5%以下で有窓な俄であることを示している。

※ 「要介護者・福祉関係者の存在」：ねたきりや一人暮らしのお年寄り，民生委員，ボランティ 7，心や体

に障害を持つ人が，身近に「一人でもいる｛いた）人」と「全くいない｛いなかった）人」とに分けている。
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表4から，まず注目されるのは，「性別」がどの軸に対しても有意な規定力

を持っていないことである。福祉ボランテイア活動参加者には女性が多いこと

が従来言われているが，地域・福祉活動への参加や意欲を示す 1執，制度依存

を拒否し地域・福祉活動への志向性を示す2軸についても性差による意識の違

いは認められない。このことから，地域福祉を志向する意識をもつかどうかは，

性別だけ（直接効果）によってではなく，性別と他の属性（たとえば職業・世

帯収入・家族構成など）との相E作用的な効果によって規定されることが示峻

される。

また，諸属性変数を〈地域関係性〉〈福祉環境〉〈階層性〉の 3要因に分けた

場合，福祉意識を構成する軸ごとに，要因の規定力の大きさに差が見られるこ

とも興味深い。

まず， l軸に対する規定力が大きいのは「年齢」「来住歴」「住居形態」「団

体参加」といったく地域関係性〉要因と，「要介護者・福祉関係者の存在」といっ

たく福祉環境〉要因である。 1軸は「福祉・地域活動への参加・関心・意欲の

程度」を示す軸であり，この結果は納得的であろう。

「福祉・地域活動志向か行政・専門志向（依存）か」を示す2軸に対しては，

「学歴」「収入」といったく階層性〉要因の規定力が強いのが特徴である。ま

た1軸と同様，〈地域関係性〉要因ゃく福祉環境〉要因の規定力も比較的強い。

「意識の利己・閉鎖性と共同・開放’性」を示す3軸については，相対的に強

い規定力を示す属性変数は少ないが，しいてあげれば〈階層性〉要因の規定力

が強いといえよう。この軸では， 1軸で規定力の強かったく地域関係性〉要因

ゃく福祉環境〉要因が有意な規定力を示していないことにむしろ注目すべきか

もしれない。換言すれば，〈地域関係性〉要因ゃく福祉環境〉要因は観念レベ

ルでの「共同性や開放性」（ノルム）に対してよりも，実際の活動参加・意欲（モ

ラール）に対して強い規定力を持っていることが示唆されるのである。

4軸では「団体参加」「住居形態」「年齢」といったく地域関係性〉要因と「職

業」「学歴」といったく階層性〉要因の規定力が大きい。注目すべきは， 1軸

に対して強い規定力を持っていたく福祉環境〉要因がこの軸に対しては規定力
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を持っていないことであろう。この軸で区分される「福祉志向」は観念（関心・

意欲）レベルのものであり，（1軸とちがって）実際の福祉活動への「参加」

を含んでいなし、。したがって， 1軸での結果と合わせて考えるならば，〈福祉

環境〉要因は，実際の活動「参加」に対して強い規定力を持っていることが示

R慶される。

(3）福祉意識軸と個人属性との規定関係

続いて各福祉意識軸と属性カテゴリーとの規定関係をさらに詳しく見てゆく

ことにしよう。各軸への規定力が強い属性について，サンプル・スコアの平均

値を示したのが表5である。表には4軸まで示しているが，以下では地域福祉

の推進にとって特に重要と思われる 1軸と 2軸に分析の対象をしぼることにす

る。なお，表中の符号や値の大きさは傾向性の違いを示す相対的なものであり，

必ずしも絶対的な差を示しているわけではないことに注意しておこう。（たと

えば， I軸についてあるカテゴリーの値がプラスであった場合，そのカテゴリー

では，マイナスを示す他のカテゴリーよりも福祉・地域活動参加・意欲や共同

性志向を示す人が相対的に多いとは言えるが，必ずしもそのカテゴリーの過半

数のものが福祉・地域活動に参加していたり共同性を示しているわけではな

い。）

[a] 1軸（福祉・地域活動への参加・関心・意欲の開放性）について

1軸について規定力の強かったのは，「年齢」「来住歴」「住居形態」「団体参

加」など〈地域関係性〉を示す属性変数ならびにく福祉環境〉を示す「要介護

者・福祉関係者の存在」であった。また「収入」「職業」「学歴」など〈階層性〉

を示す変数の規定力も比較的強かった。そこで，（ア）地域関係性要因，（イ）階層性

要因，り）福祉環境要因の順で福祉意識軸との関係を見てゆくことにしよう。

（ア）地域関係性要因

まず「年齢」の規定関係について述べる。図5に示すように， 1軸で示され

た「福祉・地域活動への参加・関心・意欲・意識の共同性」は，「65～ 69歳」

を除けば，概して年齢の上昇とともに高まる。「70歳以上」は11名しかいない
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表－5 属性カテゴリーごとのサンプル・スコアの平均値（ 1軸～4軸）

1 軸 2 軸 3 輸 4 執

＋：楢祉・地域参加・共同 ＋：福祉・地主乱志向 ＋：行政位存・閉鎖・利己 ＋：地法参加・志向 度数

ー：福柾・地域不事加・利己 ー：福祉否・専門・行政世存 ー：非依存・共同・開放 一：福祉浩；向

-29歳 -0.24 -0.04 -0.07 -0.08 191 

30-39歳 -0.05 0.04 0.00 -0.03 314 

年 40-49歳 0.02 0.05 0.04 0.02 317 

50-54歳 0.12 0.00 -0.01 0.05 118 

55～59歳 0.15 -0.02 -0.07 0.00 122 

齢 60-64歳 0.13 -0.02 0.03 0.05 120 

65-69歳 0.03 -0.13 0.03 0.07 91 

70歳以上 0.27 -0.22 0.10 0.14 11 

学
初 等 -0.01 -0.08 0.03 0.04 273 

中 等 0.00 0.01 0.01 0.02 638 

短 大 0.07 0.10 -0.01 -0.07 164 
歴

大 学 -0.07 0.04 -0.07 -0.08 177 

農林漁業 0.20 -0.08 0.04 0.16 73 

商工サーピス自官 0.02 0.05 0.04 0.04 165 

職
パート．日々 雇用 -0.04 0.00 -0.02 -0.02 128 

販売・サーピス -0.07 0.04 0.01 -0.05 105 

工場・現場労働者 -0.07 -0.05 0.04 0.04 130 

事務系労働者 -0.06 0.01 -0.06 -0.09 153 

業
専門・管理 0.05 0.06 -0.06 -0.08 120 

学 生 -0.28 0.00 -0.16 -0.03 19 

主 婦 0.04 0.03 0.03 0.03 222 

無 職 0.03 -0.08 0.00 0.06 137 

-200万 一0.12 -0.10 -0.01 0.02 109 

収 -400万 0.02 0.00 0.02 -0.01 371 

～ 600万 0.02 0.02 0.01 -0.01 294 

ー 800万 0.04 0.02 0.01 0.00 152 

入 一I肌)0万 0.13 0.06 -0.08 0.04 64 

1000万ー 0.15 0.11 -0.06 -0.03 61 

伎 持ち 家 0.05 0.00 0.00 0.03 887 

居 公営 借 家 -0.13 0.09 0.05 -0.05・ 116 

形 民間 借 家 -0.12 -0.05 -0.03 -0.05 221 

態 社宅・官舎 -0.10 -0.02 -0.03 一0.10 39 

要介 いない（いなかった） -0.14 -0.08 -0.02 0.02 424 

護者 いる（いた） 0.07 0.04 0.01 -0.01 860 

体罰
。 -0.24 -0.10 -0.05 -0.11 322 

1 - 2 0.03 0.00 0.00 0.02 648 

3 - 0.20 0.11 0.06 0.07 314 
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ので分析の対象からはずすならば，「55～ 59歳」「60-64歳」「50-54歳」といっ

た前期高齢者層で福祉・地域活動への参加・関心・意欲（以下，「地域福祉モ

ラール」と略することがある）や社会志向性・共同主義的意識（以下，「地域

福祉ノルム」）が高いことがわかる。一般に年齢の高まりは，地域関係性の強

さや，定年，子育ての終了などによる時間・金銭・精神的余裕の増大を意味す

ると考えられ，この層はその両者の効果によって高い地域福祉モラールを保持

しているのではないだろうか。また，地域関係性の強さは，伝統的な共同体意

識の強さや地域を媒介とした「社会」とのつながりの強さとも関係があり，そ

れが共同主義的意識や社会志向の強さの源泉となっていることも考えられる。

「住居形態」と 1軸との関係についても，同様な理由で説明できるであろう。

「持ち家」層は，「借家・社宅」層に比べて高い地域関係性や余裕を持ってい

るからである。

～ 29 歳 I-0.2 4 

年 I3 o～39綾

40～49綾

齢 Iso～54歳

55～59歳

jj1J I 60～64綾

65～69歳

住［持ち家

居｜公営借家
形｜

態｜民間借家

別 l社宅・官舎

団（なし I-0.2 4 

体｜
参 I1 ～z 
b日l
数 l3 以上

ヰd ー立

-0.! 3 

図－ 5 1軸と地域関係性要因（カテゴリーごとのサンプル・スコアの平均傾）
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地域関係性と 1軸との関係は，地域関係性の強さの指標である「団体参加」

との関係をみると一層明らかになる。図から団体参加数がOのものは，地域に

対しでも福祉に対しでも極めて消極的・否定的であることがわかる。逆に，参

加数が増えるにつれ，（したがって，地域や社会とのつながりが強くなるにつれ）

地域や福祉に対する参加・関心・意欲が高まり，また意識も共同的，社会志向

的となるのである。（なお，これらの知見の意義については， 3節で述べる。）

（イ） 階層性要因

1軸と「収入」「職業」「学歴」との関係は，図6に示されている。この図か

ら，「収入」が高くなるほど，地域・福祉への参加・関心・意欲という地域福

祉モラールは高まり，地域福祉ノルムも共同的，社会志向的となることがわか

る。これは，先に述べたように時間・金銭・精神的余裕の効果によるものと考

えられる。

「職業」については，「学生」「販売・サービス業の従業員」「工場・現場労

働者」などで地域福祉モラール，ノルムは低く，逆に「農業」「専門・管理」「主

婦」などで高い。「学生」と「農業」は，対照的であるが，これは年齢や地域（土

着）性を媒介とした社会とのつながりの強弱を反映しているのであろう。「販

売・サービス業の従業員」「工場・現場労働者」と「専門・管理」「主婦」の聞

の差は，「収入」同様，時間的，金銭的余裕の有無によって規定されていると

考えられる。

「学歴」では，「短大卒」のスコアが最も高く，「大学卒」のスコアが最も低

い。「短大卒」の大部分は，女性であると考えられる。先に「性別」は，直接

的には福祉意識軸に効果をもたないことを述べたが，このように学歴を媒介と

した相互作用効果の存在が示唆される。「大学卒」のスコアの低さは，この層

の相対的な年齢の若さや職業（企業従業者）を媒介にした地域性の低さ、時間

的余裕のなさによるものと考えられる。

（ゥ）福松環境要因

1軸に対して，とりわけ強い効果を持つのが「要介護者・福祉関係者の存在」

である。図7に示すように，一人暮らしゃ寝たきりの老人，あるいは障害者や
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民生委員・ボランテイアが身内や友人に「いる」人は，「いなしり人にくらべ

て明らかに地域・福祉参加・関心・意欲は高く，また意識も共同的・社会志向

的である。このことから，要介護者・福祉関係者の存在が，地域福祉活動への

参加・関心・意欲や共同性・社会性志向を準備する「きっかけ要因」となった

ことも考えられる。また，年齢が増すとともに要介護者・福祉関係者と接する

「体験」量も増えることから，年齢の効果も存在すると思われる。

以上， l軸と属性カテゴリーとの関係をまとめたのが表6である。

表－ 6 1軸と属性カテゴリーとの関係（まとめ）

軸 符号 年齢 住居形態 団体参加 収入 学歴 職業 自立普~i.~社
＋ 50歳代～60 持ち家 豊富 高収入 短大 農林漁業 いる（いた）

歳代前半の (3以上） (800万 専門・管理

1 前期高鈴者 円以上） 主婦

20歳代の若 公営借家 貧弱（ 0) 低収入 大学 学生 いない（い

執 年屑 民間借家 (200万 販売・サーピス従業員 なかった）

社宅・官舎 円未満） 工場労働者

事務系労働者

パート・日々扇用

( b] 2軸（福祉・地域活動志向か行政・専門性志向か）について

（ア）地域関係性要因

2軸は「労組の福祉活動や福祉有給休暇制度には否定的だが，福祉ボランテイ

ア活動には参加し意欲も高い（十）」人と「福祉を専門家の行うものととらえ，

労組の福祉活動や福祉有給休暇制度に肯定的で，自らボランティア活動に参加

することはない（ー）」人とを分ける軸である。

〈地域関係性〉要因の中で，まず「年齢」「団体参加」と 2軸との関係を示

したのが図 8である。この図から，「20歳代」で低かったスコアが「30歳代」「40

歳代」で高まり，それ以降，年齢があがるにつれて，再び低下してゆくことが

わかる。ただ， 1軸にくらべ，そのスコアはさほど大きいものではない。また，

1軸でスコアの高かった「50歳代一60歳代前半」の前期高齢者層のスコアはい

ずれも Oに近い。福祉・地域活動には積極的なこの層は，福祉の専門性につい

て，あるいは労組の福祉活動や福祉有給休暇といった福祉制度について意見が
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2分されていることが示唆される。「65歳以上」の高齢者層では，専門性志向

という古い福祉意識や福祉の客体志向性が高まるためにスコアが低下するので

あろう。このように， 1軸では地域関係性を示すものとして扱われた「年齢」

は， 2軸ではむしろ福祉意識の新旧に効果を持つものとしてとらえられる。

「住居形態」では，「公営借家」のスコアが最も高く，「民家借家」で最も低

くなっている。「公営借家」は 1軸では最も低いスコアを示したことから考えて，

2軸スコアの高さは，福祉ボランティア活動への参加・意欲によるものではな

く，むしろ福祉意識の新しさや労組の福祉活動，福祉有給休暇を否定する志向

性の強さによってもたらされたものと解釈できる。

「団体参加」については，図に示すように，参加数が多くなるほどスコアが

上昇していることがわかる。ただし，その傾向は 1軸で見られたほど顕著では

-02 -0.l 0.1 0.2 

～29 歳｜ -0.04 

年i
30～39歳

40～49綾 0.0 5 

齢I5…歳

55～59綴

別｜
60～64綾

-0.l 3 

持ち家

居住｜｜公営借家

形

態別｜｜ 民間借家

ti：宅・官舎

団 な し

参体
1 ，、．， 2 

加
数 3 以上 0.1 I 

図－ 8 2軸と地域関係性要因（カテゴリーごとのサンプル・スコアの平均値）
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ない。ここでも 1軸同様，社会とのつながりが，主体的な「福祉ボランティア

参加・意欲」にむすびついていると解釈しておこう。

（イ） 階層性要因

2軸は〈階層性〉要因の規定力が強いのが特徴であったが，その中でまず「学

歴」との関係を見たのが，図9である。学歴の上昇とともに概してスコアも高

まり，「短大卒」で最も高くなっていることがわかる。 1軸でも「短大卒」の

スコアは高い。「福祉は専門家のおこなうこと」という古い福祉意識にしばら

れず，自ら福祉ボランティア活動にも参加している人たちが，短大卒の女性に

は相対的に多いと言えよう。逆に「初等」のスコアは低いが，これは，福祉に

対する古い意識の反映であるとも考えられる。「大学卒」は， 2軸ではやや高

いスコアを示す。しかし，先に見たとおり 1軸では「大学卒」のスコアは最も

低く，福祉ボランティア活動参加や意欲が低いことを考え合わせると，この軸

での「大学卒」のスコアの高さは，労組の福祉活動・福祉有給休暇の否定や福

祉の専門性の否定によってもたらされたもので，福祉ボランティア活動への参

加や意欲を示しているのではないと考えられる。

「収入」については，年収額か胃くなるほどスコアも高くなることがわかる。

これは 1軸と同様の傾向であり，したがって，金銭・精神的余裕の効果であろ

っ。

「職業」では，どのスコアもあまり大きな差を示してはいないが，「専門・

管理」「商工・サーピス自営」「販売・サーピス従業員」「主婦」のスコアが比

較的高く，「農林漁業」「無職」「工場・現場労働者」のスコアは低い。前者は

労組の福祉有給休暇とは縁の薄い職業であり，それゆえ労組の福祉活動や福祉

有給休暇についても否定的な意見を示すのではないだろうか。「農林漁業」「無

職」には高齢者が多いと考えられ，そのスコアの低さは先に述べた「学歴」や

「年齢」との相互作用効果による意識の古さを示すものと解釈できょう。

（ゥ）福祉環境要因

「要介護者・福祉関係者の存在」も 1軸と同様の結果を示す。図10に示すよ

うに，福祉対象者・関係者が身近に「いる（いた）」人は，「いない（いなかっ
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た）」人よりもスコアが高い。すなわち，前者は福祉を専門家中心のものとは

とらえておらず，福祉・地域活動への参加・意欲が強いのである。また，主体

的に活動しているがゆえに，労組の福祉活動や企業の福祉有給休暇などの制度

的福祉については否定的な意見を持つ傾向が強いのかもしれない。

ただし，スコアの差は l軸ほど大きくはない。これは，福祉対象者・関係者

が身近におり，かっ福祉ボランテイア活動に参加している人の中で，労組や企

業の福祉制度に対する賛否が分かれたからではないかと考えられる。

以上， 2軸と属性カテゴリーとの関係をまとめたのが表7である。

表ー7 2軸と属性カテゴリーとの関係（まとめ）

軸 符サ 年齢 住居形態 団体参加 収入 学歴 職業 目立郁11'罪祉
＋ 30歳代～ 公営借家 豊寵 高収入 短大 専門・管理 いる（いた）

40歳代 (3以上） (800万 大学 商工・サービス自営

2 円以上） 販売・サーピス従業員

軸 65歳以上の 民間借家 貧弱（0) 低収入 初等 農林漁業 いない（い

高齢者層 (200万 無職 なかった）

20歳代 円未満） 工場労働者

(4）福祉意識の類型とその規定要因

さて，これまで福祉意識を構成する各軸を抽出し，それと属性・環境との規

定関係を見てきたわけであるが，最後に，各軸を組み合わせることによって福

祉意識類型を設定し，各類型に典型的なのはどのような人々であるかを見るこ

とにしよう。

図11, 12は， 1軸と 2軸とが構成する福祉意識空間に，各属性をもった個人

がどのように配置されるかを示したものである。なお，年齢・収入 ι学歴のよ

うに順序が設定できるものについては矢印で，その推移の方向を示している。

言うまでもなく， 1軸「＋」と 2軸「＋」で区分された第1象限は，地域福

祉の推進に積極的な意識空間を構成し，逆に 1軸「ー」と 2軸「ー」とで区分

された第3象限は，それとは対象的に地域福祉に消極的な意識空間を構成する。

また， 1軸「ー」と 2軸「＋」とで区分された第2象限は，労組や企業の福祉
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活動などに否定的で福祉を専門家の行うことだとも考えておらず地域福祉志向

的な意識を示すものの，実際の地域や福祉活動への参加や意欲は低いという意

識空間をあらわしている。第4象限はそれとは逆に，地域活動や福祉活動への

参加や意欲は高いものの，福祉を専門家の行うこととしてとらえ労組や企業の

福祉活動に肯定的で福祉重視より税金の軽減を志向するという意識空間であ

る。

まず，最初に意識の方向性の推移について見てみよう。第3象限から第l象

限に，つまり地域福祉推進へ直接的な方向性を示すのが「収入」，そして「団

体参加」「要介護者・福祉関係者の存在」である。前述したとおり，「収入」の

高さは時間的・精神的余裕をある程度示すと考えられるし，「団体参加」の豊

富さは〈地域関係性〉の強さを示す。また，「要介護者・福祉関係者の存在」

は福祉活動参加へのきっかけや精神的「かまえ」を準備すると考えられ，この

推移の方向性も納得できる。

それに対して「年齢」「学歴」は直線的な方向性を示さない。「年齢」は，「20

歳代」が第3象限，「30歳代」が第2象限，「40～50歳代」が第 1象限，「60歳代」

が第4象限というふうに，円環的な動きを示している。これまでの検討からく地

域性〉においても〈階層性〉においても貧弱であると予想される「20歳代」が

第3象限にあり，〈地域性〉〈階層性〉ともに豊富で安定的な「40-50歳代」が

第1象限にあるのもうなずけよう。職業的に見れば，前者は「学生」，後者は「専

門・管理」「自営」「主婦」などに対応しているとも考えられる。「60歳代」は，

〈地域性〉は高いものの，「行政依存」「専門家志向」といった福祉意識の「古

さ」の反映によって第4象限に位置するものと思われる。この層は「農業」「無

職」に対応すると言えよう。

また「学歴」は，「初等」が第3象限（ただし，第4象限にも近い），「中等」

が第 1・第2象限の境界上，「短大卒」が第l象限，「大学卒」が第2象限といっ

た方向性を示すことがわかる。「短大卒」が第 l象限に位置するのは，教育に

よる意識の新しさの他に，この層が，ある程度時間的余裕の持てる「主婦」に

対応しているからであると考えられる。それに対して「大学卒」は，年齢や教
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育効果によって福祉への志向性においては新しさをしめすものの，それが地域

福祉活動にむすびついていない層である。彼らの大部分は，企業社会に組み込

まれているため多忙で地域や福祉のことに費やす時間的余裕もないし関心も持

てないのであろう。年齢では「30歳代」，職業としては「事務」や「販売」に

対応すると考えられる。

3.おわりに

(1）知見のまとめ

さて，本稿ではこれまで，①福祉に関連した13の質問に対する回答パタンか

ら，人々の福祉意識を構成する軸を抽出し，②いかなる要因がそれぞれの軸を

規定しているか，について検討してきた。得られた知見を簡単にまとめるなら

次のようになろう。

①意識軸として「地域福祉への参加・関心・意欲・開放性が高いか低いか」「地

域福祉志向か，福祉制度・専門志向か」「意識が閉鎖的・利己的か，開放的・

共同的か」「地域志向か，福祉志向か」の4つが抽出された。

②意識軸を規定する要因としては〈地域関係性〉〈福祉環境〉〈階層性〉の3つ

が重要である。

③1軸と 2軸から構成した4つの意識類型のうち，地域福祉推進の核となる意

識の持主として浮かび上がってくるのは「40代から50代前半J 「団体参加数

が豊富」「身近に要介護者・福祉関係者がいた人」「主婦・自営・専門職等の

非企業従業員」「年収800万円以上層」である。つまり〈地域関係性〉〈階層性〉

〈福祉環境〉各要因ともに豊富で安定している人々といえよう。逆にそれら

と対極の意識の持主は各要因ともに貧弱な層，具体的には「20代から30代の

若年層」「団体参加数がO」「借家ずまい」「身近に要介護者や福祉関係者が

いない人」「低所得」「企業従業員」といった人々である。

これらの知見を考えあわせるならば，〈地域関係性〉〈階層性〉〈福祉環境〉
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といった要因が価値意識ならびに福祉意識を準備し，それが媒介要因や利用手

段によって活性化されボランティケという行動に結ぴつくというモデルが構想

できょう。それを図13に示す。

〈存在〉 〈行動〉

i↑｜ 

(2) ボランティア社会への展望

では， これらの知見から，どのような実践的展望が導けるであろうか。図13

において，実践的展望に直接関連するのは「制度的施策」であると考えられる

が，このモデルにおいて「施策」が介入できるのはく媒介要因・利用手段〉の

領域である。したがって福祉意識に規定力をもっく地域関係性〉〈階層性〉〈福

祉環境〉それぞれに関わる〈媒介要因・利用手段〉の整備が，ボランテイア社

会の実現には必要であろう。ただし，現在，そのプランを具体的に提示するだ

けの知識・能力は筆者にはないので，鈴木贋の所説を参考に，指針のみを示す

にとどめる。

まず，〈地域関係性〉に関してであるが，福祉ボランティアにつながる意識

の持ち主は，豊富な団体参加量を持ち地域社会に主観的にも客観的にも構造化

され安定化している人々であった。このことは地域福祉を構想する場合，「福祉」

施策のみならず「地域（コミュニティ）」施策が重要であること，言い換えれ

ば地域に対して参加意欲や愛着・関心を持ち，また明るい将来展望10）を持つこ

とが出来るような諸施策や制度整備が実は福祉の領域にとっても重要であるこ
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とを示唆している。鈴木慶によれば，福祉ボランティアへの参加と地域ボラン

ティアへの参加ならびにコミュニティ・モーラルの高さには強い正の相関関係

があることが指摘11）されている（例えば［鈴木， 1990;pp. 99-106］他）し，

また久留米で行なわれた調査［友枝・稲月， 1988］でも同様のことが確認され

ている。

ついでく階層性〉，とりわけ「職業」についてはどうであろうか。一般に「個

人」は「集団」「組織」を媒介として「社会」へ接合されるが，「｛固人」と「社

会」とをつなぐためのルートが質・量ともに「制度」的に整備されることが重

要である。現代の日本において，地域集団（組織）の他に個人と社会を媒介す

るルートとして，重要なのは「企業」である。また，産業化とともに前者（地

域）の機能は低下し後者（企業）の機能が拡大するという趨勢命題も存在する。

「大学卒」「20代， 30代」「企業従業員（事務・販売・労働）」の福祉意識が地

域福祉やボランティア活動参加に結びついていないという事実や逆に「非企業

従業員（自営・専門・管理・主婦）が地域福祉を担う意識の持ち主であること

は，その意味で，極めて興味ぶかい。「企業」はその結合原理からしてゲゼルシャ

フトであり，助けあいやボランティアといった福祉的理念とは相入れない本源

的性格を持つと考えられる。したがって「企業」によって社会化され，かっ「企

業」のみを媒介ルートとして「社会」に接合する「｛同人」を地域活動や福祉ボ

ランティアの担い手として動員することはかなり困難な作業である。またよく

指摘されるように日本の労働者の労働時間は極めて長い。それゆえある個人が

仮にボランティアに参加したいと思っても「企業」以外のルートもなく，それ

に使える時間も無いというのが現状であろう。

したがって「地域」といった媒介ルートを（「企業」の他に）設定するとい

う最初に述べた施策と同時に，「企業」自体を福祉の領域に参入させる諸施策・

諸制度が必要である。これは鈴木麿もボランティア行為にみられる「Kパター

ン」概念を軸に強調していることであり 12），また「長寿社会懇」の答申にも盛

り込まれていることでもある13）。ボランティア活動に積極的な意識の持ち主で

ある「自営業・家族従業者」の比率は，図14に示すように年々減少し，そのー
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方で「企業従業員」は増加する。他方，「高齢イヒ」は急速に進み，福祉ニーズ

は増大しているのである。企業・労働の領域でも福祉を考慮、に入れたマクロな

レベルでの環境整備が図られるべきであろう。

。 50 100 

昭和35年際資柔道彩勿機筋勿物家族従業員

昭和岬匿翠

昭和55年匿lr1
昭和畔E翠

図一14 日本の従業員構成の変化（単位：%）

（経済企画庁『経済統計要覧』より）

最後にく福祉環境〉に関しでも述べておこう。「身近に要介護者や福祉関係

者がいた」という経験を持つ人ほど，地域福祉活動に結びつく意識の持ち主で

あるといった事実から次のような指針が導けるであろう。すなわち，ボランティ

ア社会の構築には，要介護者や福祉関係者との接触・ふれあいを深め，その存

在を「可視」的にする諸施策が必要で、あるということである。その意味で施設

の社会化は一層推進されるべきであろう。逆にいえば，要介護者を隔離し不可

視化するような「施設隔離」的福祉施策は，ボランテイア社会の構築や地域福

祉の推進を妨げる方向に機能すると予測される。もちろん要介護者との日常的

な接触や施設の社会化が差別や偏見を助長することがないよう，学校・家庭・

企業・社会などの教育の場でノーマライゼイション理念に基づいた福祉教育が

推進されることが必要である。また， 21世紀の高齢社会を支えるのは，現在の

小学生・中学生の世代であることを考えても，福祉教育は極めて重要であろ

う14）。

以上述べてきたようなく媒介要因・利用手段〉の整備がボランティア社会の

構築に重要であることは，たとえば図15からもわかる。この図は福祉ボランティ

アに参加したことがない人に対して「参加しない（できない）理由」を聞いた

ものであるが，「時聞がない」という理由が45.6%，ついで「機会がない」が



活動の内容や
方法がわからない

気恥ずかしい
0.8 

お金がない

福祉意識の構造

興味や関心がない

時聞がない

45.6 
単位：%

N=  979 

図ー15 福祉ボランティアに参加しない理由

187 

18.7%，「活動の内容や方法がわからない」が7.6%である。この3つで全体の

約72%を占めるのである。「興味や関心がない」という回答は道徳的に負の意

味合いが強いため選択されなかったとも考えられるが，いずれにせよ，①地域

や福祉のことに関心を持たせ活動機会を可視化させたり，その活動の手段とな

る地域集団やボランティア・グループを整備し参加を促進させるための施策，

②「時間的余裕」を制度的に保証する施策，③福祉ボランティアを身近なもの

と感じさせたり，活動の内容を知らせる広報・学習活動のための施策の整備が

急務であることが示唆される。鈴木贋［鈴木， 1990］が強調するように，ボラ

ンティア社会の構築といった課題は「福祉」のみの閉じた領域内で解決できる

のではなく，「地域」「労働」「教育」の各領域との連携によって体系的（systematic)

に解決が図られねばならないのである15）。

註

1) 新しい福祉理念の展開ならびに福祉国家システムの在り ）jについては，［丸胎， 1988)

を参照のこと。

2) 意識の構成要素としては，一般に，①情緒（感情）的要素．②認知的要素．③行動（動

機）的要素の 3つが区分される。行動を引き起こすのj{J：按的な攻一家は①であるが，①
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や②はそれを形成する前段階となる。安田三郎によればこの過程は下図のように示さ

れる［安田， 1973:pp. 8・9］。

、＿＿＿＿＿＿＿., 

3) 原問題の系列を見回宗介［見回， 1966］にしたがって述べるならば，下図のように

なろう。

原問題の第lの系列 原問題の第2の系列

社会（人間的社会） 現実の社会の仕組とその発 社会の理想像とその実現の

展の法則はいかなるものか 方法はいかなるものか

個人（社会的人間） 人々はいかなる行動をする 「ほんとうの」普や幸福と

のか，また，それを究極的 は何か，また，人々はいか

に規定しているものは何か に行動するべきか

彼は，社会のレベルにおいても個人のレベルにおいても，この2つの原問題の系列

を区別するとともに，第2の問題系に応じた科学理論は第1の問題系に関する理論を

ふまえたものでなければならないという［見田， 1966;pp. 3-4] 0 

4) 「福祉意識調査」と銘うった報告書はかなりあるものの，本稿と同様の位置を占め

るような「福祉意識構造」についての先行研究は以外に少なく，我々が調べた限りで

は［高橋， 1976] ［高橋， 1978] ［山本・保坂・吉良， 1985] ［杉岡， 1984］を挙げる

ことができるのみである。

5) 本調査の詳しい内容ならぴに具体的な質問文等については，［鈴木編， 1990］を参照

のこと。

6) 数量化皿類については［マーケティング・サイエンス研究会編， 1974]［岩坪， 1987]

［柳井・岩坪， 1976］を参考にした。

7) ただし，①使用する変数の選択，②変数のカテゴリー区分の仕方等によっては本稿

と異なった意識類型を抽出することも可能である。

8) サンプル・スコアの大小は，個人がその軸で示される意識をどの程度持っているか

を示す指標と考えることができる。したがって，ある属性変数のカテゴリーごとにサ

ンプル・スコアの平均値が大きく違えば，属性カテゴリーによって意識の傾向にも差

があることがわかるわけである。
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9) 相関比の二乗値は，全分散の内の級内分散の割合を示し．したがって独立変数の説

明力として利用できる。

10) ただし，鈴木庚によれば，一般ボランティアについては「地域に『希望』のあるこ

とが，奉仕活動参加の条件となる」という仮説がたてられるが福祉ボランティアの場

合，「不幸な環境が福祉活動の対象をより身近なものにするため」に活動参加者が増

えるという仮説もたてられると言う［鈴木， 1990; p. 93］。なお，後者については，

本文内で後述する〈福祉環境〉要因との関連が考えられる。

11) 鈴木債は，福祉ボランティアと地域ボランティアの関係という重要な問題について，

「従来明確な事実認識はなかった」ことを指摘し，「福祉ボランテイア活動の拡大の

ためには，狭義の福祉領域内だけに限らず，もっと一般的に，社会活動，地域への参

加と関連あるものとしてコミュニティ活動をも取り込みつつ対応がなされるべきであ

る」［鈴木， 1990;p. 104］と述べている。なお，金子勇は，萩窪と浅草のデータを用

いて「近隣の親しき」と「奉仕的サークル参加」との関係を考察し，萩窪では近隣関

係の親しさと奉仕的サークル参加との聞に正の相関が見られるのに対して，浅草では

それが見られないことを明らかにしている。しかしながら浅草の事例も「福祉」と「地

域」との無関係性を示すものではなく，近隣関係が「達成的性格」をもつか「帰属的

性格」をもつかによるものと解釈されている。つまり，浅草においては近隣関係は後

者（改めて達成する必要のない与件）として存在し，近隣がボランティア・サークル

の機能を代替しているので正の相関が見られなかったと考えられるわけである［金子，

1989］。

12) 鈴木債は，①ボランテイア活動に参加する層は階層的に見た場合「上」と「下」の

2極に分れていること，＠両階層ではボランティア活動参加への原理がことなること

等を仮説として述べている［鈴木， 1987］。その上で，彼は日本社会において多数を

占める「中」層がボランテイア活動に参加していないのは，その層が「企業従業者」

であり時間的にも精神的にも企業に拘束されているからである，と考える。それゆえ

福祉領域に「企業」を正当に位置づけることを主張するのである。

13) 総務庁長官の私的諮問機関である「心豊かな長寿社会づくりのための啓発活動懇談

会」（座長・三浦文夫日本社会事業大学教授）の報告書においても，「企業の貢献を抜

きにしては“心豊かな長寿社会”の実現は考えがたい」ことが指摘され，高齢者予備

軍である中高年サラリーマンに「会社人間」から「社会人間」への脱皮と地域社会へ

の参加を呼び掛けている（『西日本新聞』 1990.7.24.朝刊）。なお，報告書では現に

企業で行われている具体例として，①地域との交流に乏しい退職者住宅に同じ会社出

身者を派遣するサーピス，＠家族介護のための「看護休暇制度J，＠地域でボランテイ

ア活動をする社員を人事考課で高く評価する，＠ボランティア休暇制度，などを挙げ

ている。

14) 学校における福祉教育については「社会福祉協力校事業や地域福祉振興基金による

『福祉教育モデル校』の独自の試みがあり，注目すべき成果を上げている」という［鈴
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木， 1988;p. 85］。

15) 各部門聞の連係の具体的な提言については『福岡県の高齢化社会対策に関する提言』

［鈴木， 1988］を参照。ただし，現実には鈴木康が述べているように「福祉領域は厚

生省から自治体の福祉関連部署・社協につらなるラインに，教育領I或は文部省から教

育委員会・公民館につらなるラインに，労働領域は労働省からのラインに縦割りされ

ており，体系的な解決は行われていない」のである。たとえば地域レベルで見ても「社

協」と公立の「公民館」が別個に福祉領域の活動にたずさわっていることも多い。
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